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1 . は じめ に
現在, 富山大学教育学部は大学 ･ 学部 の統合再編に関
わ っ て そ の在り方に つ い て 多様に論議され て い る ｡ 教員
養成学部の拠点校と して 残るか , 残 れるか｡ は たまた ,
教職課程認定の 学科にな るの か ｡
筆者 の よう に 私学の 教職課程を20年近く担当して きた
者からすれば , 教職課程認定は, 個 々 の学科の ｢ 自由な
学術的研究 (教育)｣と教職教養 (特に最近は教職教養
の重視) を どう関連付けるか の問題で あるとみる ｡ しか
し , 最近の 教免法の 度重なる改正の 中で , 教職科目が従
来に比 べ細分化し, 実習期間の長期化とと も に取得す べ
き単位数が増加するよ う に なると, 特 に 附属学校園をも
たな い 一 般 (私立) 大学は, 養成機能の 充実と い う点で
国立の 教員養成系大学 ･ 学部 に はと て もかなわ な い と考
え て い た ｡ そ れ ゆえ , 最近 の教員養成系大学 ･ 学部 の拠
点校化論議にお い て , 教員 に なる割合が低い と い う理 由
で , (言葉は悪 いが) 簡単に教育養成系大学 ･ 学部を再
編統合しようとする動き に は合点が行か な い点も少なか
らずある｡ 多く の学芸大学 ･ 学部が教育大学 ･ 学部 に名
称が変わ り, そ の時点で質的な変化が生じた可能性も否
定で きない が, 教員志望の学生が多く集ま っ て い る大学 ･
学部 に は, そ れ なり の教員養成をする大学 ･ 学部とし て
の 理念が あ っ た はずで ある｡
否, なか っ た の だろうか ｡ も し, 教員養成学部とし て
の 自覚が低か っ た とすれば , 今 に な っ て , 教育学部で は
なく, 教員養成学部とし て の 使命を訴えると い う の は都
合の い い こ とな の かも しれな い ｡
ただ し, 戦後教育改革期にお ける教員養成に 関わる論
議に は, 一 般教養重視論と教職教養重視論の違い だ けで
なく , 教師観や大学に おける教育学教育の在り方なども
複層的に絡ん だ多様な論議があ っ た こ とは, 海後宗臣編
『教員養成』(東京大学出版会, 1971年) や山田昇 らの 一
連 の研究, そ して 最近の T E E S研究会編 『｢大学に お け
る教員養成｣ の 歴史的研究』(学文社, 2001年) 等, 多
く の先行研究に よ っ て明らか に な っ て い る｡ そ れ らの 研
究から, 戦前 の師範学校に よる教員養成か ら ｢大学に お
ける教員養成｣ へ 移行する過程 にお い て戦前の 師範教育
を批判 しなが らも, 戦前 の教員養成機能に お ける ｢実践
的指導力｣ の重要性を認知して 継続する流れと大学に お
ける ｢ 自由な学術研究｣ を重視 して 戦前の 師範教育を完
全に立 ち切ろうとする流れがあり , 結論的に 大学に おけ
る教員養成とい う ｢開放性｣ 原理 だけが 一 人歩きし, 教
育学部が教員養成の ため に理想的な (これ は今後の課題
で も あるが) 学部と して 機能し て こなか っ た と い う事実
も明らか に な っ て い る ｡
改め て , 教育学部と して 残 る か, 学部を再編し学科を
教職課程認定化するの か を論議するとき , 大学 に おける
｢教員養成機能｣を ど の よう に考え たら よ い の か , ま さ
しく教育学的に論議する必要があるよう に思われる の で
ある｡
本研究は , 共同研究 ｢近代日本中等教員養成に果た し
た私学の役割に 関する歴史的研究一無試験検定制度の 総
合的分析-｣ (1999- 2002年度科学研究費基盤研究(B)
(1), 研究代表者 : 船寄俊雄) の 一 貫 で ある｡ 共同研究
と し て は, こ れ ま で 明らか に な っ て こ なか っ た戦前の 無
試験検定制度 ( 中等学校の教員免許許可方式の 一 つ) の実
態を以下の観点から明らか にする ことを目的と して い る｡
①認可に 至る審査状況, 特 に教員ス タ ッ フ の履歴 ･ 業
績
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②教員養成教育の 内容, 特 に各教員が専攻する学問と
各授業科目との 関連
③受講生の受講動機, そ の変化, 受講態度
④最終的な成績判定の 実態
⑤私学出身教員 の 中等教員界に おける位置 の 問題 (餐
質問題, 待遇問題等), 特 に 高師や帝大出身教員と
の比較
⑥各学校に お ける教職教育の実態, 特 に担当教員の氏
名 ･ 授業科目 ･ 授業内容, 受講生の 意識
ちなみ に , 船寄 に よれ ば, 戦前 に お い て 中等教員免許
状を取得す る に は3 つ の ル ー ト が あり , 第 一 は, 高等師
範学校 ･ 女子高等師範学校を中心とする検定を必要とし
ない ル ー トで あ り, 第二 は, 試験検定 (い わゆ る ｢文検｣)
の ル ー ト で あ り , 第三が私学を中JL､とする無試験検定の
ル ー ト で あ っ た o 特 に , 第三 の ル ー ト で あ る無試験検定
の ル ー ト に つ い て は, 戦前 の 中等教員の30- 60% を供給
しなが らも, 許可学校とし て認可され るた め の具体的な
認可の手続き , 文部省に よ る監督の 実態, 時代や学科目
による差異の有無など ほとん ど実態が把握され て こ なか っ
たと い われる (日本教育学会第61回大会発表資料より,
平成1 4年8月29日)｡
本稿は, こ れ ら の観点に基づ い て , 共同 で調査し, 分
析検討した事例の 中で も, 特 に許可過程に お い て , そ の
許可基準 に 関わ っ て具体的に比較する形 で検討され た
( 宮城県女子専門学校- 大阪府女子専門学校) 宮城県女
子専門学校と大阪府女子専門学校に つ い て , 許可認定の
ポ イ ン ト に な っ たと思わ れる部分を引用し, 検討を加え
たもの で ある｡ 前述した無試験検定校の 全容をまとめる
に は視点が偏 っ て お り , そ の意味で は序論にす ぎな い ｡
しか し, 戦前, 教員免許の 資格をだせなか っ た私立学校,
専門学校に お い て , 無試験検定とい う形で , そ れ が許可
される よう に な っ た ポ イ ン ト の幾 つ かが明らか に なる こ
と で , 今 日 の教員養成の 意味, 教職課程認定の 意味, あ
る い は教員養成を担う学校ある い は学部の意味を原点に
かえ っ て 把握で きるもの と考え た｡
な お , 本稿 で事例と した2校は, 本共同研究の 共同研
究者で あ る大谷奨が国立公文書館で発見した簿冊 (標題
｢学制 , 規則 に関する許認可文書 ･ 認定学校 , 指定学校
等学則｣, 件名 ｢公立私立学校卒業者 に対し無試験検定
の 取扱 を許可 した る学校｣)の う ち , 資料 の 存在 した
｢英語｣ 無試験許可学校31校 (大学専門部3校 , 専門学
校14校, 高女専攻科2校, 各種学校12校) の なか の 2校
で ある｡ 大谷が これら の 資料か ら申請の基本的な フ ォ ー
マ ッ ト (必要書類, 申請様式な ど) を明らか に し て い る
が (大谷奨 ｢ 中等教員無試験検定取り扱い の許可過程に
関する研究｣ 日本教育史研究会 『日本教育史研究第21号』
2002年8月), こ こ で 取り上げた2校は 申請書, 復命書,
調査書な ど比較的資料が残 っ て い る学校で もある｡
2
. 戦前の ｢英語｣ 教育小史
大村善吉 ･ 高梨健吉 ･ 出来成訓編 『英語教育史資料第
一 巻』(東京法令, 1980年) に よれ ば, ｢耳 口三寸の 業｣
とし て の 英語 (耳で聞き, 口 で語ると いうだ け の 通弁用
だ け) と して 始ま っ た わが国の英語教育は, 森有礼の 言
葉 ｢小学校教科中に も英語を加え しめ , 当時わが国にお
ける外国語学習者の発音の不完全なるを憂い , こ れ が矯
正 に努力 した｣ (西園寺公望 『明治教育史要』1907年所
収) に もあ る よ う に , 西欧化に 関わる英語教育の重視の
体制か ら次第に学校教育に取り入れ られる よう に な っ た
と い われる ｡ ま た, 明治4 (1871) 年 ｢ 津田梅子以下5
名 の 少女の 渡米｣ 以降, 海外 の 学問を学ぶ ため に留学す
る邦人も徐々 に増え て い っ た｡
そ し て , 学校 の 増加とと も に ｢ 改正中学校令｣ (明治
32年2月7 日勅令第28号) により第二外国語を削除し,
そ の 時間を 一 つ の 外国語教育の 時間に あて る こと に な っ
て , 中等学校に おける授業科目と して の 位置付けが明確
にされた (尋常中学に お ける外国語教育の授業時間は,
第1学年 - 第5学年まで 7時間/ 週あ たり)｡ そ して ,
中学校教授要目 ( 明治35年2月6 日文部省訓令第3号)
に よ っ て , こ れ以後, 標準的な教育課程の - 科目とし て
明示され るよう に な っ た の で ある ｡
｢改正中学校令｣ (大正8年2月7 日勅令第11号), ｢改
正中学校令施行規則｣ (大正8年3月29 日文部省令第7
早) に より, 中学校の 外国語 (英語, 仏語又は独語) は
毎週教授総時数30時間のうち, 第1学年に 6時間, 第2 ･
3学年に7時間, 第4 ･ 5学年 に5時間と なる｡ 昭和期
に ｢英語存廃｣ 論争は あ っ た が , 教育課程の うえ で なく
なり はしなか っ たo そ の意味で は, 中等学校にお ける英
語 は戦前も戦後も外国語の重要科目と して 重視された教
科とい え , 中等学校の増加ととも に英語担当教員も多量
に必要に な っ て き た の で あ る｡
3
. 宮城県女子専門学校に お ける無試験検定
許可 まで の プ ロ セ ス と関係資料
まず, 宮城県女子専門学校が英語の無試験検定許可ま
で の プ ロ セ ス･と関係資料 (比較に必要な箇所を抜粋し,
特 に許可基準と して 重要だと思われ る部分に は傍線を引
い た) を時系列に して 整理 した｡
･ 大正15年 3月女子専門学校 と し て 設置
･ 昭和 3年 9月11日 (教育検定委員会第二部) 幹事よ り宮城
県知事 あ て ｢宮城県女子専門学校卒業者教員無試験検定許
可申請 に関す る件｣ -｢ 本年7月26日付教第2502号 を以 て
文部大臣宛標記副申進達の 庭先事項承知致度 に付詳細御取
調回報相煩度, 尚学則10部を 徴 し御送付相成度一記, - 教
員養成上必要 な る施設 , - 学校沿革 の 詳細, 一 大 正15年 4
月予科並本科 (文科)に入学を許可せ る員数, - 在学 中英
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語科国語科教員試験検定出願者並合格者氏名
昭和 4年 2月10 日復命書 : 教員検定委員会書記兼文部属
吉井美佐男よ り 文部大臣勝田主計宛 て : 以下 の 文書が含ま
れ る,
- 設備 の 情況, 二 管理 の 情況, 三 学科課程及毎週教
授時数 (文科第 三学年英文専攻 日課表等-昭和 3年1 0月現
荏), 四 現在 に お け る高学年生徒 の 情況, 五 教員 の 組織編
刺, 六教員養成上必要な る施設, 七結論 ;本校宮城県第二
高等女学校 と同 一 敷 地に あ り 教室並運動場等教養 の 個所も
あ り, 現在 の 校 舎に て は 狭陰を感 じ設備不十分 な る を 免れ
ず, 福岡, 大 阪各女専 に 比較 し考ふ る に 職員組織も劣り 且
つ 現在両科長高学年 の 生徒 は予科 を経 て 本科 に入学 せ る も
の に あ らず し て 第二 高等女学校高等部第 一 学年終了者 を本
科 一 年 に編入せ る も の な り, 学科 課程 は国語 の 教授時数 は
多 けれ ど も英語 の 教授時数不足 の 感あ り ･ ･ ･英文専攻 の
方 は校舎 の 移転新築, 専任教員の 増員, 教授時数 の 増加 を
見た る後予科 を経 て本科 に 入学 せ る生徒の 学力 を考査 し再
詮議す べ き もの か と考 え ら れ る
･ 昭和 4 年 2月12日復命書 : 文部督学官金子健二 よ り 文部
大臣勝 田主計宛 ｢昭和 4年 1月16 日及 び17 日の 両 日 に自 り
宮城県女子専門学校国文専攻科及英文専攻科を視察致 し ま
した か ら別紙 の 通 り復命致 し ます ･ ･ ･ - 管理 の 状況, 一
教 授 ･ 訓練 の 状況, 一 課程及 び毎週授業時数, 一 生徒 の 学
業成績 , 結論 (私見), - 調査参考材料書｣
･ 同上, 復 命書別紙 :生徒の 学業成績 ｢(イ) 国文専攻科:
国文専攻本科第三学年生全部18名 に 対 し国語及国文学等 の
学力試験を行う , 日時一昭和 4年 1月1 7日午前10時 より12
時 ま で , (ロ) 英文専攻科: 英文専攻科第三学年生全部 7
名に 対 し英語 の 学力試験 を行 う, 日時一昭和 4年 1月16 日
午前10時 よ り12暗 ま で , 問題- 7種目, ∴ ･ (1) 書
取及 び読解, (2) 和文英読, (3) 言語学及び声音学,
(4) 英語史, (5) 英文学史, (6) 音韻学･ 神 論 ･ 聖書
等, (7) 読方, 出題者金子健 二 , 成 績 ･ ･ ･ 級平 均 乙
(又は乙の 下), 内訳 (1) 乙, (2) 乙 , (3) 丙, (4)
甲, (5) 丙, (6) 丙, (7) 乙 , 受験生徒 の 英語力 は全
級殆 ど平均 した る もの あ りと 認む , 即 ち非常 に優 れ足 る者
な き代 り に 非常 に 劣等者もな し, 結論 (私見): 宮城県女
子専門学校英文専攻科 に 英語科の 無試験検定 を与 え て 可 な
り と認 む, 但 し, 次の 条件を 実現す る こ と の 具体的保障を
得 る迄, そ の 事 (マ マ) 期を 延ば す を適当と思惟す, - 莱
語 の 専任教授 を 一 名増員す る こ と, 但 し学歴 の 正 しき 者た
る こ と, 二､ 英 人又 は米人の 授業時数 を増す こ と , 即 ち英
文専攻科予科 よ り英文専攻科本科 3年 に 至 る迄 , 各学年 -
過少 なく と も 3時間の 授業時数を英人又 は米人あ教員 に 受
持 し む る必要 あ る こ と, 三 , 英文専攻科本科 の 英語総時数
を現在 よ り 大に 増加す る こ と, 即 ち英文専攻科予科 より 本
科第 三学年 に 至ま で の 英語の 総授業時数 は少 なく とも55時
問以上 に達す る必要 とす (但し英文学, 英語史, 声音学等
を含む), 四 ､ 実地授業 の 指導 は経験 あ る 教員を選定 し て
之 に 克 っ る こ と, 五 ､ 図書費 を増額 して 英語研究上の 必要
欠く べ か らざ る書類 は至急購入す る こ と, 六 , 各種の 必要
な る設備 は至急 こ れ が 実現 を期 し と く に 新築校舎 は 一 日 も
早く之 を実現す る こ と
･ 昭和 4年10月 7 日許可告示案 : 昭和 4年 3月以後 の 卒業
者 に限 る
･ 昭和 4 (1929) 年1 1月 8 日許可
以上の よ うな資料か ら, 文部省が どう い う視点で無試
験検定を申請させて い たか , ま た, 具体的に どう い う指
導をし て い た の か大枠がみえ て く るが , こ こ で留意 した
い の は, 昭和4年2月10 日にお ける吉井の復命書から ,
同 じ官立女専の大阪府女子専門学校と比較して , 問題点
を指摘して い る こと で ある ｡ こ れ は, 昭和4年2月12 日
文部督学官で あ っ た金子健二 (金子健二 に よ る復命書 一
学力検定の試験も行 っ て判定を して い る-が , こ の 時期
に ｢英語｣ の無試験検定を許可され た学校の資料に多く
残 っ て い る こ とか ら, こ の 人物が昭和前期に おける ｢英
語｣ 無試験検定の許可に大きな影響を与え た人物で ある
ことがわか る) の復命書及びそ の なか の 但し書き の具体
的な内容に関わ -'
'
て く る.
すなわ ち許可過程の ポ イ ン ト と して , 学歴正しき教員
の補充 , 英語 の授業時数を多 くする こと , 実地授業の在
り方 ( 資料で は, ｢教員養成上必要なる施設｣ の項目に
関連して いる) が重要で あ っ た と い う こ とがみえ て く る
の で あ る｡
4
. 大阪府女子専門学校 にお ける無試験検定
許可まで の プ ロ セ ス と関係資料
以下 , 宮城県女子専門学校め事例と同様に , 英語 の無
試験療定許可まで の プ ロ セ ス と関係資料を時系列に し て
整理 した｡
･ 昭和 2年 2月23日大阪府知事中川望 より 文部大臣岡 田良平
へ 無試験検定許可申請 : 国文国史学科 (国語)･ 英文学科
(英語)･ 家政理 学科 ( 家事, 理 科)
･ 昭和 2 年 3月 9 日 ｢一設置申請 に 関す る件｣ (大阪府知事
より 教育検定委員会第二部幹事 あ て , 同様文書が昭和 2年
10月29 日付 け で もだ さ れ て い る : 付記 され た資料 ｢ 昭和2
年度卒業者数｣ ｢ 教員志望者に 対 し教員養成上必要 な る 施
設｣ (資料1 に 示す)
･ 昭和 2年 6月 8 日文部省督学官金子健二 に よ る復命書 : 潤
査 (報告):昭和 2年 6月 8 日調査, 国文科第 三学年 ( 最
高学年) 国語試験1時間半, 英文科第三学年 (最高学年)
英語試験 2時間, ｢ 結論 (意見)一英語 の 無試験検定 を与
え て 可 な り と 認む , 但敷地 の 拡張 を な す こ と を必要条件 と
す｣
･ 昭和 2年11月15 日河原久七 に よ る復命書
･ 昭和 3 (1928) 年1月14 日許可
こ こ で , 留意した い の は, 宮城県女子専門学校で 文部
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省の調査官が指摘して い た, 実地授業 (現在の教育実習)
に つ い て の付加申請資料で あ る｡ 傍線を引い た資料で あ
るが, 具体的に は, 以下 の よう な資料が加えられ て 回答
され て い る｡ 要する に , 実習施設との関係で , 細 かく実
習計画 ･ 指導 (教生を送り出す側と受け入れる側の密接
な連携) がなされる ことが許可認定に お い て重視され て
い る の で ある (他の科目に お ける許可認定の プ ロ セ ス で
は, 教員養成 に関わ っ て , 各学年の授業時数全体の バ ラ
ン ス を重視する よう に 指示され て い る事例もあり, 教員
養成を担当させる学校に 対するカ リキ ュ ラ ム 経営的視点
の重要性も示唆され て い るよう で興味深い)0
資 料1 : 昭和 2年 3月 9 日, 大 阪府知事 よ り文部省教具検定委
員会第 二 部幹事宛て ｢大阪府女子専門学校卒業者教具無試験検
定許可申請 に関す る件｣ (3月 1 日検第30号を 以 て 照会 の表記
の件に閲 し別紙を進道候僚可然御取計相成度)
教具志望者に対 し教員養成上必要なる施設
1各科 と も第二 学年 に於 て 教育学概論 を授け第 三学年 に 於 て
教育史, 学校管理法を教授 し教授法 は各科夫 々 別 々 に 之 を
教授す尚教員志望者 に対 し て は差支 な き 問題 の 職員会議 に
は列席せ しめ 学校管理 の 実際 に 触 れ し む
2教生 第三学年第二学期 (本校は二 学期制度) 一 月 よ り 三
月 ま で を 教生 と し本校予科及 び当府下高等女学校生徒に対
し志望学科の 実地授業 を出来得 る限 り回数多 く行 わ しむ 其
の 方法左の 如 し
･ 教生 一 学級を 四 分 し 一 組十人内外 と し各組別 々 に 一 人宛 実
地授業を な し, 同組 中他の 者 は そ の 授業 を見学す
･ 実地授業 に先 だ ち教生 を して 授業せ しむ る学級 の 当該学科
目の 進度 を調査 し置き教生各簡 に 順位を定 め教案を作製 せ
し め真の 教案 に よ り て実地授業を な し た る権 (マ マ) 指導
教授 よ り批評 を な す
･ 右教生 と して の 成績 を教生点 と して 独立せ しむ
3教授研究 第三学年第二学期 に 於 て 隔週二時間宛各学科専
任教授列席指導 の 下 に教授法批評会を催す
4教生各学級毎 に当該科目専任教授引率の 下に 奈良女子高等
師範学校付属女学校, 当府下女子師範学校及高等女学校 の
授業を見学せ しむ
宮城女子専門学校で問題に された ｢学歴正 しき教員｣
に つ い て , 大阪府女子専門学校に お い て は職員録等か ら
以下の 英語関係教員が在職して い た ことがわかる (資料
2)｡ 基本的に は帝国大学出身者で あ り, 外国人教師に
っ い て は, 師範学校ク ラ ス の学校を卒菓して い る ことが
条件とされ て い る｡ た だ し, ｢学歴正しき｣ と は, 寺崎
昌男か ら, 1920年代の 高等教育機関の増加に よ る反動と
して , そ れ以前の エ リ ー ト大学とし て の帝国大学等の学
歴を求めた の で はな いか と い う指摘もある (平成14年8
月29 日日本教育学会にお ける共同研究発表後の質疑応答
に て)｡ こ う した問題は戦後の教員養成論議 にも関わる
こと で あり, 今後さら に検討する ことが必要で あるが ,
一 方, 他教科の無試験検定の許可過程 にお い て , 学校教
育の 実践に通じた教員が求められ て い る例もあ っ た こ と
もわか っ て お り, 前述 の教卓養成に お ける実地授業重視
の 問題とも関わ っ て , 学歴もあり, 実習指導もで きる教
員が求め られ て い た の で はな い だろうか｡
資料 2 : 英 語担当教具 (昭和2年 5月 1 日職員録及び申請書
｢ 教科別教員一 覧表｣ よ LJ, 大学名等 マ マ) 専任: 兼任 - 6: 4
伊藤尭識 (専任教授･ 文学士 ･ 東京帝国大学出身 ･ 第六高等
学校教授)
中倉修五 (専任教授･ 文学士 ･ 東京帝国大学出身 ･ 公立中学
校教諭)
石田 武 (専任教授･ 文学士 ･ 東京帝国大学出身)
岡戸きく (専任助教授･ バ ッ チ エ ラ ー オ ブア ー ツ ･ 米国 ミ ル
ス 女子大学出身 ･ 同志社女学校専門部教授)
中川芳太郎 (兼任教授嘱託 ･ 文学士 ･ 東京帝国大学出身 ･ 第
八 高等学校教授)
全田忠蔵 (兼任講師･ 文学士 ･ 東 京帝国大学出身 ･ 大阪高等
学校教授)
内 田精 一 (兼任講師･ 文学士 ･ 京都帝国大学出身 ･ 神戸高等
産業学校教授)
リ ー バ ･ フ ッ ト ･ シ ョ ー (専任講師･ Pg
･ ･ B ･ 米国 コ ロ ラ ー
ド カ レ ッ ジ出身)
シ ェ ー ン ･ パ タ ソ ン ･ エ ル グ ー (専任講師･ ス コ ッ トラ ン ド
ノ ル マ ン カ レ ッ ジ出身)
グ レ ン ･ ル リア ム ･ シ ョ ー (兼任講師･ 米国 コ ロ ラ ー ドカ レ ッ
ジ出身 ･ 大阪外国語学校教師)
宮城県女子専門学校に おける許可審査で 問題にされ て
い た3 つ 目の 観点として , 英語 の授業時数の 問題があ っ
た｡ 大阪府女子専門学校に お い て , 金子健二 の 復命書に
以下の 記述が ある ( 資料3)｡ 基本的に , 高等師範学校
の授業時数を基準に して い る こ とが分かる｡ 現在の学校
制度と異なる の で , 単純な比較はで きな い が, 当該科目
に関わ っ て 教員免許を与え るの に , こ れ だ けの 時数の い
わゆる教科専門科目が割り振られ て い た こ と は, 教科 に
関わる専門能力の養成とい う点で 留意される べ き点 で あ
ろう｡
資料 3 : 大 阪女子専門学校調査 (金子健 二 復命書 : 昭和 2年 6
月 8 日)
③科目 ･ 課程
･ 英文科 : 本科 3 ヵ年 間英語時数48時間, 予科 1 ヵ年分英語
時数 5時等合計53時間 (但, こ の 時数 の 中に言語学 も含 ま
る)
< 備考 > 鷹島高等師範学校英語部 4 ヵ 年 の 英語時数合計57時
間, 外 に言語学 と音声学 あ り ｡ 東京高等師範学校英語部
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中等教員養成に おける無試験検定校許可過程の研究
4 ヵ年 の 英語時数合計61時間等, 外 に言語学 と音声学 あ り ｡
5 . おわ り に
本稿で取り上げた事例は2校の 許可申請書類で もわず
か なも の で あり , そ の 点, こ れ ら の資料の分析検討その
も の もま だ不十分で あり , 他 の教科の無試験検定許可過
程との比較をし っ か り行 っ た上で , 結論を導き出さな け
れ ばならな い点も多い ｡ こ こ で は, あく ま で無試験検定
の許可過程に お い て , 何が重視され て い た の かが分かり
やすい部分だけ考察を加えて まと めた にすぎな い ｡
た だ, 戦後 の , 大学 に お ける教員養成とい う原則がで
きる過程で , 重要な役割を担 っ た教育刷新委員会の論議
の中で , 無試験検定に 代わるもの と して 試補制度が考え
られ , そ し て , 試補制度の 代わり に教職課程が求められ
るよう に な っ た事実を振返 っ た と き, 無試験検定許可の
過程で何が重視され て い た の か考察する こ とは重要で あ
る (こ の プ ロ セ ス に つ い て は, 拙稿 ｢東京教育大学創設
過程に おける教員養成論議と教育職員免許法- 私立大学
(短大)に お ける教員養成を考えるため の前提的課題- ｣
『帝京女子短期大学紀要第13号』 1993年を参照の こと)0
本学部の 今後の在り方を考えろとき , 今 日 の大学 ･ 学
部再編論議で はあまり言及されな い 附属学校等で の実習
や教科専門の授業の在り方が再度検討され る必要が ある
と思われ る の で ある｡
* 本稿は , ｢近代日本中等教員養成に 果た した私学の役
割に 関する歴史的研究一無試験検定制度の 総合的分
析 - ｣ (1999- 2002年度科学研究費基盤研究 (B) (1),
研究代表 : 船寄俊雄) の 一 環 とし て 共同研究した ,
｢無試験検定制度許可学校方式に おける認可過程｣ (日
本教育学会第61回大会, 福岡教育大学に て , 2002年8
月29 日) をもと に して い る｡ 共同研究者は以下 の 通り
で ある｡
石村 雅雄 (鳴門教育大学)
井上恵美子 (フ ェ リ ス 女学院大学)
岩田 康之 (東京学芸大学)
大谷 奨 (摂南大学)
金子 勉 (大阪教育大学)
木岡 一 明 (国立教育政策研究所)
雲尾 周 (新潟大学)
榊原 禎宏 (山梨大学)
菅原 亮芳 (高崎商科大学)
西山 薫 (清泉女学院短期大学)
船寄 俊雄 (神戸大学)
堀井 啓幸 (富山大学)
ー87 -
